
流域治水プロジェクトの策定について

○プロジェクト目標

国管理区間においては、戦後最大流量への対応を目標としており、荒川流域においては、
羽越水害規模の洪水へ対応する。

○プロジェクト期間
概ね１０年程度を計画期間とする。

○記載事業（中間とりまとめに記載予定）
※公表済みの素案をベースに以下の情報を追加
・河川における対策
県の実施内容を追加し、水系の対策内容として記載
（国記載：河川整備計画のR2年度以降の残事業メニューを記載）
記載事業の事業費の集計（R2以降の残事業費）

・流域における対策
実施予定の対策を記載（対策事例は別添のとおり）
実現困難なものは記載しない。
最終とりまとめで削除とならないように。
（事務局案は素案と同じ記載内容）

・ソフト対策
減災協議会の取組方針から代表的なものを抜粋
（事務局案として積極的な事例を抽出）

協議会で協議して
記載事業を選定

策定における考え方
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荒川水系流域治水プロジェクト【素案】
～羽越水害の経験に学び、より水害に強いまちづくりの推進～
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凡例

浸水範囲（戦後最大のS42.8羽越水害実績）
大臣管理区間

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合があります。
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■河川における対策
国の対策内容 築堤、河道掘削、

水衝部対策、浸透対策等
※今後、関係機関と連携し、県管理区
間の河川改修を追加予定

○ 令和元年東日本台風では、各地で戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、荒川水系においても、事前
防災対策を進める必要があることから、以下の取り組みを実施していくことで、戦後最大の昭和42年羽越水害と同規模の洪水を
安全に流し、流域における浸水被害の軽減を図る。
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河口砂州
支川合流点対策

■ソフト対策のイメージ

・水位計・監視カメラの設置

・マイ・タイムラインの作成 等
※今後、関係機関と連携し対策検討

■流域における対策のイメージ

・下水道等の排水施設、雨水貯留施設の整備

・既存ダムの洪水調節機能の強化
・土地利用規制・誘導（災害危険区域等） 等

※今後、関係機関と連携し対策検討

昭和42年8月26日 羽越水害被災状況 JR坂町駅前
被害状況:浸水面積5,875ha 死者行方不明者90名

全壊･流失家屋1,056戸 半壊･床上浸水8,081戸
床下浸水1,958戸(S42当時)



■河川における対策
対策内容 堤防整備、堤防強化、地震津波対策、水門・樋管整備 等

新丸山ダム建設事業

■ソフト対策
・水害リスクの高い区間の監視体制の整備
・公共交通事業者やマスメディア等と連携した情報伝達の充実
・堤防決壊時の緊急対策シミュレーションの実施
・国・県・市が連携した水防訓練の取り組み
・要配慮者利用施設管理者等の避難確保計画又は浸水防止計画

の作成、訓練の実施の促進
・国・県・市が連携したタイムラインの運用
・国・県による洪水ハザードマップの作成支援
・危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラの設置
・洪水予測等のプッシュ型情報提供
・住民・教育機関等への防災・減災知識の普及啓発活動
・木曽三川下流部広域避難実現プロジェクトの活用及び運用 等

※今後、関係機関と連携し対策検討

■流域における対策
・排水作業準備計画の作成
・排水機場等の整備、耐水化の取り組み
・河川防災ステーション及び防災拠点、防災船着場等の整備
・広域防災ネットワークの構築
・工事残土等を活用した高台等の応急的な避難場所の確保
・二線堤、輪中堤の機能維持、活用 等

※今後、関係機関と連携し対策検討
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○令和元年東日本台風では、戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、●●川流域においても、事前防災対策を進め
る必要があることから、以下の取り組みを実施していくことで、国管理区間においては、戦後最大の昭和58年9月洪水と同規模の洪水を安全
に流し、流域における浸水被害の軽減を図る。
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昭和58年9月(台風第10号) 浸水家屋4,588戸

美濃加茂市内 被災状況

●●川水系●●川流域治水プロジェクト【中間とりまとめ（案）】
～ゼロメートル地帯の壊滅的な被害を防止・軽減するための堤防強化対策～
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地震津波対策

樹木伐開・河道掘削

樋門・樋管整備、橋梁改築 等

浸水想定範囲（戦後最大の昭和58年9月

洪水と同規模の洪水に対する氾濫解析）
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※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

可児川、千旦林川、飛騨川、
郷瀬川、鍋田川 等

県管理河川（一級河川指定区間）

・流域としてウリにしていこうとしている
一押しの対策があれば上位に記載

（・実現困難なものは書かない。最終と
りまとめて削除とならないように注意）

・減災協議会の取組方針の内容から
代表的なものを抜粋

・流域としてウリにしていこうとしてい
る一押しの対策があれば、上位に記
載

・県が対策を実施する河川から代表的なもの
を記載

※整備計画が策定済みのみ

●●川圏域
河川整備

●●中流
圏域河川整備

・管内図に書き込めない区間の県管理河川が
あれば、欄外に記載するか別紙（流域図等）
に記載する。（詳細は分割版も可とする。）

中間とりまとめ
（案）協議会用

・各県の実施内容を含めた水系の対策
内容をまとめる



■河川における対策
全体事業費 約●●億円
対策内容 堤防整備、堤防強化、地震津波対策、水門・樋管整備 等

新丸山ダム建設事業

■ソフト対策
・水害リスクの高い区間の監視体制の整備
・公共交通事業者やマスメディア等と連携した情報伝達の充実
・堤防決壊時の緊急対策シミュレーションの実施
・国・県・市が連携した水防訓練の取り組み
・要配慮者利用施設管理者等の避難確保計画又は浸水防止計画

の作成、訓練の実施の促進
・国・県・市が連携したタイムラインの運用
・国・県による洪水ハザードマップの作成支援
・危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラの設置
・洪水予測等のプッシュ型情報提供
・住民・教育機関等への防災・減災知識の普及啓発活動
・木曽三川下流部広域避難実現プロジェクトの活用及び運用 等

※今後、関係機関と連携し対策検討

■流域における対策
・排水作業準備計画の作成
・排水機場等の整備、耐水化の取り組み
・河川防災ステーション及び防災拠点、防災船着場等の整備
・広域防災ネットワークの構築
・工事残土等を活用した高台等の応急的な避難場所の確保
・二線堤、輪中堤の機能維持、活用 等

※今後、関係機関と連携し対策検討
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○令和元年東日本台風では、戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、木曽川流域においても、事前防災対策を進め
る必要があることから、以下の取り組みを実施していくことで、国管理区間においては、戦後最大の昭和58年9月洪水と同規模の洪水を安全
に流し、流域における浸水被害の軽減を図る。
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昭和58年9月(台風第10号) 浸水家屋4,588戸

美濃加茂市内 被災状況

●●川水系●●川流域治水プロジェクト【中間とりまとめ】
～ゼロメートル地帯の壊滅的な被害を防止・軽減するための堤防強化対策～

堤防整備
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地震津波対策

樹木伐開・河道掘削

樋門・樋管整備、橋梁改築 等

浸水想定範囲（戦後最大の昭和58年9月

洪水と同規模の洪水に対する氾濫解析）
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9月末

公表用

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

可児川、千旦林川、飛騨川、
郷瀬川、鍋田川 等

県管理河川（一級河川指定区間）

・各県の残事業費、実施内容を含めた
水系の全体事業費をまとめる

・流域としてウリにしていこうとしている
一押しの対策があれば上位に記載

（・実現困難なものは書かない。最終と
りまとめて削除とならないように注意）

・減災協議会の取組方針の内容から
代表的なものを抜粋

・流域としてウリにしていこうとしてい
る一押しの対策があれば、上位に記
載

・県が対策を実施する河川から代表的なもの
を記載

※整備計画が策定済みのみ

●●川圏域
河川整備

●●中流
圏域河川整備

・管内図に書き込めない区間の県管理河川が
あれば、欄外に記載するか別紙（流域図等）
に記載する。（詳細は分割版も可とする。）


